
平成３０年度における愛北広域事務組合の人事行政の運営等の状況

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の任免及び職員数について（各年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人
人 人 人 人 人 人
人 人 人 人 人 人

備考 事務・技術職の職員数に、構成市町派遣職員３人（事務職）を含む。

（２）30年度職員採用候補者試験（29年度実施）の状況

30年度の新規職員採用はありません。

２　職員（一般行政職）の給与の状況

（１）人件費の状況（平成30年度一般会計決算）

A B

千円 千円 千円 ％

（２）職員給与費の状況（平成30年度一般会計決算）

A B

9 人 千円 千円 千円 千円 千円

備考　派遣職員及び再任用時短職は含まない。職員手当には退職手当を含まない。

（３）職員の初任給の状況

円

円

（４）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

（５）職員の級別職員数の状況（4月1日現在）

0 人 0 人 0 人 8 人 1 人 0 人 0 人 9 人

0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 88.9 ％ 11.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 100.0 ％

備考 派遣職員及び再任用時短職員は含まない。

（６）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（4月1日現在）

円 円

備考 派遣職員及び再任用時短職員は含まない。

（７）昇給期間短縮の状況

A

9 人 0 人 0.0 ％

備考 派遣職員及び再任用時短職員は含まない。

（８）職員手当の状況
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職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

備考　（　）内は再任用職員の率。

0千円 0千円

6 ％

9 人

備考 派遣職員及び再任用時短職員は含まない。

千円

勤務手当 千円

備考 派遣職員及び再任用時短職員は含まない。

配偶者 6,500円

子 1人につき10,000円

父母等 1人につき6,500円

満16歳の年度始めから満22歳の年度末までの子1人につき5,000円加算

借家・借間　　12,000円を超える家賃の額に応じ最高27,000円

交通機関利用者　 55,000円までは運賃相当額　最高55,000円

交通用具使用者等 距離に応じ最高31,600円

事務局長級：79,700円　　課長級：66,500円　　課長補佐級：47,600円

（９）特別職の報酬等の状況

円

円

円

円

円

円

円

円

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況

（２）主な休暇の種類

行 政 不 服 審 査 会 委 員

概　要

1年度ごとに20日間（最大20日間を翌年に繰り越し）

職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務を

しないことがやむを得ない場合に認められる期間。

特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に

管理職手当

10,800

支 給 率

退職手当
一人当たり平均支給額

定年･勧奨

期　末　手　当 勤　勉　手　当

0.900

0.950

1.850

月分

月分

(0.80)

(1.45)

(0.475)

(0.900)

(0.65)

213,400

（平成30年度決算額）

支 給 対 象 地 域

自己都合等

月分

支 給 対 象 職 員 数

115

区　　分

57,000

支 給 総 額

議 長

内　　　　　　　　　　容

正規の勤務時間

通勤手当

手当

272

6　月　期

12　月　期

計

扶養手当

区　分

13職 員 一 人 当 た り 支 給 年 額

千円

時間外

期末・勤勉

支給対象職員一人当たり平均支給年額

(0.425)1.225

1.375

2.600

月分

月分

地域手当

全　　地　　域

月分

8:30 17:15

住居手当

休憩時間

円以内月 額

報 酬 等 の 月 額

年 額

年 額

年 額

年 額

副 議 長 55,000

議 員 50,000

監査委員（識見を有する者） 104,000

年 次 有 給 休 暇

嘱 託 員

行 政 不 服 審 理 員

日 額

時 間 額

6,000

公 害 防 止 委 員 会 委 員

7時間45分

開始時刻 終了時刻

年 額

日 額

る者の介護をするために勤務しないことが相当である場合に

認められる期間。

介 護 休 暇

病 気 休 暇

認められ、その事由により期間は異なる。
（結婚休暇、出産休暇、忌引休暇、夏季休暇、ﾘﾌﾚｯｼｭ休暇等）
職員が配偶者、父母、子他規則で定める者で負傷、疾病又は

特 別 休 暇

老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があ

6,000

12:00～13:00

種　類

監 査 委 員 （ 議 会 選 出 者 ） 29,000



（３）育児休業等取得者数（平成30年度中に新たに育児休業（部分休業）を取得とした職員数）

該当なし

４　職員の分限及び懲戒の状況

（２）職員の懲戒処分の状況

５　職員の服務の状況

（１）服務制度に関する研修等の実施状況

 地方公務員法に定められた組合職員としての義務を周知徹底するため、随時、口頭、通知文書

等により、服務規律の徹底を図っています。

（２）営利企業等への従事許可の状況

６　職員の研修及び職員の人事評価の状況

（１）研修の状況

独自研修：特になし

派遣研修：（公財）愛知県市町村振興協会研修センター、尾張五市二町研修協議会など

（２）人事評価の状況

合理的な人事管理と職員の能力の開発、育成及び活用を図るため、全職員を対象に人事評価を実施

評価区分は、業績評価（業務の達成度、進行管理）、能力評価（思考力、経営能力、意欲・態度等）

を５段階評価

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）共済組合負担金

千円

千円

（２）職員互助会補助金

該当なし

（３）安全衛生管理体制

ア　安全衛生管理体制の概要

労働安全衛生法の定めるところにより、職員の安全の確保、健康の保持増進などを推進してい

イ　一般定期健康診断等

9 人

3 人

6 人

9 人

（４）公務（通勤）災害の状況

該当なし

８　公平委員会の事務を委託している愛知県からの報告
該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

1,392

    ます。

（１）分限処分の状況

対 象 職 員 数

定 期 健 康 診 断 受 診 者 数

人 間 ド ッ ク 受 診 者 数

受 診 者 数 合 計

12,532平成30年度決算額

一人当たりの負担年額


